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集落道　　　　　(241百万円)

　農村は過疎化・高齢化の進展等により活力が低下してい
ることから、国は平成１４年度に「むらづくり維新」プロ
ジェクトを立ち上げ、都市と農村の共生・対流を図る社会
基盤の整備を地域住民の参画を得ながら計画・推進するこ
ととしているため、本事業等により農業生産基盤及び農村
生活環境基盤の整備を総合的に行う必要がある。

【全国の評価】

（２）　社会経済情勢の変化

説明

100

地元の
推進体制等

事業効果
発現状況

効率性

　農業生産基盤整備については同意徴集を行っており、同意率は、農業用用排水98%(193名/196名)、農道
99%(286名/288名)となっている。
　また、尾上町では、尾上町農村総合整備事業推進協議会を設置し、事業の円滑な推進を図っている。

1,021

年次計画に対する進捗

［④／②］

116.0

　本地区においては、未整備な道路や通水機能の低下した水路が多く、基幹産業である農業と農村の振興を
図るため農道、農業用用排水路等の整備を行う。

事　業　費　割　合

100

95.3 ［③／①］［③／⑤］

事業費

適時性

必要性

１５年度

（１）　事業の進捗状況

　第３次尾上町総合開発計画により「活力にみちた尾上町」、「住みやすく快適な尾上町」「ふれあいと連
帯感の尾上町」、「文化と観光の尾上町」を基本施策として位置付け、変化に対応できる農業振興、魅力あ
る農村環境づくり、活力ある農村体制づくりを目指している。このため、町では、安らぎと潤いのある生活
が営めるよう農村公園やコミュニティ施設の整備を完了させており、本事業の実施により生産と生活両面の
調和した居住環境の向上が発現される。

　本地域は米とりんごを主体に、近年では施設園芸による花き、野菜栽培が盛んに行われている。しかし、地域内の道
路及び水路は未整備な部分が多く、営農や生活に支障を来しているため、本事業により早期に、農道や農業用用排水路
の農業生産基盤と、集落道や集落排水路の農村生活環境を総合的に整備する必要がある。
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地区名等県営農村総合整備事業 尾上地区

１　事業概要

事業名

事業種別

○その他●長期継続（　５年）

公共事業再評価調書

●県　　　○市町村　　　○その他（　　　　　　　　　　　　　　）  

再評価実施要件

整理番号

担当部課室名

事業主体農業農村整備事業

○再評価後（　　年）○未着工

事業目的
　本地区の基幹産業である農業による魅力ある地域づくりを進めるため、農業生産基盤の整備と農村生活環境の整備を
総合的に実施し、農業生産性の向上と農村生活環境の改善を図る。

事業方法 ●国５０％●県２５％●市町村２５％○その他 　％　　

採択年度

財源・負担区分　●国庫補助　　○県単独　　　

終了予定年度 　　　　　　　　平成１６年度　（平成１６年３月計画変更　〈当初計画時　平成１６年度〉）　

　　　　　　　　平成１０年度　（用地着手　　　平成１０年度　／　工事着手　平成１０年度　）

電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

主な内容

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区におけ
る評価

農業用用排水路（8路線）L=3,022m、農道（11路線）L=6,343m、集落道（7路線）L=1,767m、農業集落排水（2路線）L=239m

合　　計

1,477○採択時総事業費

１３年度 １６年度～小　計～１２年度 １４年度

（うち用地費）

実　　　績

1,266

　

計　　　画

129

633

63

211

589

124.6

83.8
105.2

80.6

　工事の完了した農業用用排水路や農道等はすでに供用開始しており、所期の事業効果を発現している。

　計画どおり進捗している。

 Ａ 　・　 Ｂ　 ・　 Ｃ

a  ． b 

　本事業の実施に当たっては、町自ら地域住民の意向を十分に反映した「農村総合整備計画」を策定し、事業の実施に
当たっていることから、地域農業の振興と農村の活性化が期待できる。

a  ． b 

 Ａ 　・　 Ｂ　 ・　 Ｃ

問題点・
解決見込み

　－

a  ． b 

事業の進捗状況 100
94.3
100

農業用用排水路　(131百万円)

農道　　　　　　(681百万円)

（１／２）

Ｈ15－12

農林水産部農村整備課

　農業は県経済を支える基幹産業であることから、農業の発
展及び農村の活性化が求められており、本事業等により農業
生産基盤及び農村生活環境基盤の整備を総合的に行う必要が
ある。

０１７ ７３４ ９５４５

NOSONSEIBIKA ＠ags.pref.aomori.jp

【県内の評価】

市町村名 尾上町

農業集落排水　　( 18百万円)

工種毎割合
（主要工種）

２　評価指標及び項目別評価

（うち用地費）

22
〈  年 月変更〉

計画全体に対する進捗

83.7



（分析手法、根拠マニュアル等）

858              百万円

百万円
百万円

 Ａ 　・　 Ｂ　 ・　 Ｃ

百万円

0

1,170           百万円

百万円

59               百万円

446              百万円

●継続 ○計画変更 ○中止

百万円 △ 267
百万円 百万円135

（５）
総費用
（１）農業生産性向上効果

百万円

百万円

百万円

百万円

180              

（３）　費用対効果分析の要因変化

再評価時

（２）農業経営向上効果
百万円 △ 220

（３）
990              

評価理由

百万円

代替案

コスト縮減

住民ニーズの
把握状況

【費用対効果分析手法】

【費用対効果分析における特記事項】

T6b

【特記事項】

1.11

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

694

計 画 時区分

百万円

増　　減

50

百万円

百万円

百万円△ 45

0

百万円

百万円

　　　　●配慮している　　○配慮していない
　●配慮している　　　○配慮していない

（４）

1,300           

（３）生産基盤保全効果
（４）
（５）
総便益

【代替案の検討状況】

百万円

評価理由

委員会評価

百万円

費用項目
（Ｃ）

　農林水産省構造改善局長通達（土地改良事業における経済効果の測定方法）

723

△ 101

（２）農道整備事業

整理番号

（１）農業用用排水路整備事業

主  な  項  目

 Ａ 　・　 Ｂ　 ・　 Ｃ

百万円

百万円

0

△ 312

百万円百万円
百万円 0

0

百万円 1,029           

226

109

百万円

附帯意見

　りんご、ぶどう：果樹濃密生産団地
　夏秋トマト：野菜指定産地

a  ． b 

（１）地域区分

【地域別環境配慮指針への対応】 【開発事業等における環境配慮指針への対応】

３　対応方針

地域の立地特性

（２）対応状況

備考

（２／２）

●対応方針（案）どおり ○対応方針（案）を修正すべき

a  ． b 

Ｂ／Ｃ 1.20

　切土部及び盛土部の法面を緑化し、自然環境に配慮している。

○中止

○休止　（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

　本事業は地域農業の振興や農村生活環境の改善など地域に果たす役割が非常に大きいことから、平成１６年度の完成
にむけて継続して実施する。

環境影響への
配慮

○休止　（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

委員会意見

４　公共事業再評価審議委員会意見

総合評価 ●継続 ○計画変更

a  ． b 

百万円
△ 271 百万円百万円

百万円

　土地改良法に基づき、農業生産基盤整備に関する工種について算定している。
　事業費の減により、Ｂ／Ｃが上昇している。

便益項目
（Ｂ）

795              

【コスト縮減の検討状況】

　再生資材（再生砕石、再生アスファルト）や既存施設における再利用可能な資材（水路等）の積極的な使
用に加え、工事施工時に発生する建設発生土を隣接工事場所や周辺の田畑へ再利用することなどにより運搬
距離短縮等のコスト縮減を図っている。

　耕作地への進入路、水口の位置等については、受益者
の意向を踏まえて整備している。

　地理的条件、土地利用及び水利用の状況、農産物の生産出荷状況、住民の日常生活圏、住民の意識等から
尾上町全域を整備計画区域としながら、農業者、地域住民、土地改良区等の意向を十分に把握し整備路線を
決定していることから妥当である。

 Ａ 　・　 Ｂ　 ・　 Ｃ（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

a  ． b 

【住民ニーズ・意見】【住民ニーズの把握方法】

　受益者の同意率は農業用用排水：98%（同意者
193名/資格者196名）農道：99%（同意者286名/資
格者288名）となっている。また、工事期間中も地
元関係者への説明会等を通じて住民ニーズの把握
に努めている。

 Ｈ15－12


